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唐津市特定事業主行動計画 

はじめに 

急速な少子化が進む中、平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法（平成１５

年法律第１２０号）が成立し、次代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、

育てられる環境の整備に、国・地方公共団体・事業主など、様々な主体が社会を

挙げて取り組んでいくことが求められています。 

地方公共団体に対しては、地域における子育て支援の充実を図るとともに、職

員の仕事と子育ての両立支援や働き方の見直し等に関する「特定事業主行動計画」

を策定することが定められました。 

本市においては、事業主として職員が仕事と家庭生活を両立できる環境づくり

を一層強力に推進するため、平成２４年４月に「唐津市特定事業主行動計画（第

１次）」を策定しました。 

計画策定後、男性の育児に関する休暇取得推進・時間外勤務数の削減・年次休

暇取得の推進などの取組を行ってきたところであり、これらの取り組みの評価や

現在の状況を踏まえて、今回、第２次計画を策定しました。 

全ての職員一人ひとりがこの計画を自分自身に関わるものと考え、仕事と家庭

生活が共により一層充実したものとなるよう、引き続きこの計画に定める項目に

取り組んでいきます。 
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Ⅰ 総論 

  

１ 目的 

この計画は、次世代育成支援対策推進法第７条第１項の規定に基づく行動計

画策定指針に掲げられた基本的視点（※）を踏まえ、第１９条に基づいて策定

するものであり、職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう環境を整

備し、次世代育成支援対策を計画的かつ着実に推進することを目的とする。 

★次世代育成支援対策推進法とは 

 

(基本理念) 

第３条  次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任 

を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義について

の理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなけ

ればならない。 

（事業主の責務） 

第５条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者に係る多様な労働条件

の整備その他の労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必

要な雇用環境の整備を行うことにより自ら次世代育成支援対策を実施するよう努める

とともに、国又は地方公共団体が講ずる次世代育成支援対策に協力しなければならな

い。 

平成１７年４月１日から平成２７年３月３１日までの時限立法が 

平成３７年３月３１日まで１０年間延長される。 

 

 

○地方公共団体行動計画の策定 

① 市町村行動計画 

② 都道府県行動計画 

⇒地域住民の意見の反映、 

計画の内容、実施状況の公表、 

定期的な評価・見直し等 

  

 

 

 

 

 

 

 ２ 計画期間 

 

○事業主等行動計画の策定 

① 一般事業主行動計画（企業等） 

大企業 301 人以上   :義務付け 

中小企業 101～300 人以下：義務付け 

中小企業 100 人以下：努力義務 

② 特定事業主行動計画（第 19 条） 

（国、地方公共団体） 

 

 

※ 行動計画策定指針における特定事業主行動計画の策定に関する基本的な視点 
 

・ 職員の仕事と生活の調和の推進という視点  

・ 職員の仕事と子育ての両立の推進という視点  

・ 機関全体で取り組むという視点  

・ 機関の実情を踏まえた取組の推進という視点  

・ 取組の効果という視点  

・ 社会全体による支援の視点  

・ 地域における子育ての支援の視点 
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２ 計画の期間 

   計画期間は、平成２７年４月１日から平成３７年３月３１日までとする。 

   計画は、概ね５年ごとに推進状況を把握し見直し等を行う。 

年度 ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ 

計画期間 

(10 年間） 

    中間

評価 

    最終

評価 

 

３ 計画の推進体制 

次世代育成支援対策を効果的に推進するため、全ての職員（非常勤職員含 

む。）が子育てについて意識改革を図り、子育て中の職員を職場全体でサポー 

トし、本行動計画を全庁的に推進する。 

本行動計画については、計画の実施状況や職員のニーズ及び関係機関との

意見交換等を踏まえて、唐津市特定事業主行動計画策定推進委員会において

検討を行い、その後の対策の実施や計画の見直し等を図る。 

行動計画における目標数値などの状況については、適宜、職員に周知する

とともに、毎年少なくとも１回、市報及びホームページ等への掲載等により

公表する。（雇用形態により勤務条件が異なるため、数値目標は正規職員を対

象とする。） 

 

４ 実施主体 

本行動計画は全職員を対象とするものであるが、「誰が」「何を」するのか 

  を明確にするため、各取組項目を以下の実施主体ごとに区分する。 

 

人事部門 各任命権者の諸制度・研修等担当部署 

所属長 部長・市民センター長・課長・局長・所長・館長・事務長 

子育て中の職員 育児休業中、育児を行っている、またはそうなる予定の職員 

周囲の職員 子育て中の職員の上司・同僚・部下 

 

５ 職員ニーズの把握 

  本計画の見直し（中間評価）にあたっては、仕事と家庭生活の両立を図るた 

め、職員にとって何が必要なのかを職員アンケートを実施する。 

 平成２６年１１月、第１次計画の評価及び第２次計画の策定にあたり、職員 

アンケートを実施した。 
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Ⅱ―１ 具体的な取組  

子育てしやすい職場環境に関するもの 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【人事部門】 

○ 産前産後休暇、育児休業、育児短時間勤務、育児休暇の特別休暇や出 

産費用の給付等の経済的支援措置の制度等について庁内広報等を利用し 

て、引き続き周知徹底を図る。 

○ 職員が産前産後休暇を取得する場合、代替職員等を配置するなど業務 

が円滑に遂行できる体制を維持する。 

【所属長】 

○ 本人又は配偶者の妊娠を申し出た職員に対し、休暇制度等について十 

分な説明を行うとともに、職員の希望を聴取し、取得しやすいよう配慮

する。 

○ 妊娠中の職員に対しては、時間外勤務等をできる限り命じないように

努める。 

なお、やむを得ず時間外勤務等を命じる場合は、必要最小限にとどめ、 

    職員の健康に十分配慮する。 

  【子育て中の職員】 

○ 父親・母親になることが分かったら、その後の業務を円滑に遂行でき 

る体制を整えるため、また、育児休業などの諸制度の活用のためにも、

できるだけ速やかに所属長に申し出る。 

【周囲の職員】 

○ 妊娠中の職員をサポートし、職場全体で協力しあう職場風土の醸成に

努める。 

（１）妊娠から出産までの環境づくり 

職員アンケートによると、次世代育成支援対策に効果的と思う取組は、子育てをしている 

職員に対する異動についての配慮（６２％）、子どもの出生時における父親の休暇取得の推

進（４９％）、妊娠中及び出産後の職員に対する諸制度の周知（４５％）と回答している。 

また、職場環境について、妊娠中や育児中の職員がいる職場において、８９％の職員 

が「所属（課内）職員の妊娠中や育児中の職員へ必要な配慮（業務・時間外・休暇・声かけ

等）」を行ったと回答している。 
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  【全職員】 

○ 母性保護・母子健康管理の必要性について、正しい知識と認識を持ち、

休暇制度などの適切な利用の促進についても高い意識を持ち、仕事と家

庭の両立が可能となるような職場風土の形成に努める。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人事部門】  

○ 配偶者が出産を控えている男性職員に対して、配偶者の産前産後の期

間を中心に、配偶者出産休暇、育児休暇、育児参加休暇、年次休暇、育

児休業などの休暇制度について引き続き周知徹底を図る。 

○ 職員が育児休業を取得する場合、代替職員等を配置し、業務が円滑に

遂行できる体制を維持する。 

○ 子育て中の職員に対し、自己申告により職員・家族の状況を踏まえ、

可能な限り人事の配慮を行う。 

  【所属長】 

○ 女性職員はもちろん、男性職員も育児休業等を取得しやすい職場全体

の雰囲気づくりに努め、取得を促進する。 

○ 職員が育児休業を取得する場合、業務に支障が出ないように、適宜、

応援体制を組み、業務分担の見直しを検討する。 

○ 育児休業中の職員に対して、円滑な職場復帰をする支援として、休業 

期間中の広報誌や職場の状況に関する情報提供等による支援を行う。 

○ 復帰時には、育児休業中に変更された制度や業務内容について研修な

どを実施し、円滑な職場復帰を支援する。 

（２）出産から育児休業終了までの環境の整備等 

職員アンケートによると、平成２４年４月～２６年１０月に子どもが生まれた男性職員 

５７人中、配偶者出産休暇の取得４７人、育児参加休暇取得または今後とる予定２人、育

児休暇取得または今後とる予定１人、育児休業取得または今後とる予定０人であった。 

とらなかった理由として、約３８％の職員が職場に迷惑をかけると回答している。 

また、次世代育成支援対策に効果的と思う取組みは、４９％が「子どもの出生時にお

ける父親の休暇の取得推進」と回答している。 

子どもの誕生という大切な時期に、家庭において親子の時間を大切にするとと

もに、出産後の妻をサポートするため、父親が休暇取得しやすい環境の整備が必

要である。 
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【子育て中の職員】 

○ 休暇制度を積極的に活用し、子育てや家事を分担するとともに、でき

る限り子どもと過ごす時間を作るよう努める。 

○ 男性職員は、子育てについて所属長とよく話し合い、休暇を計画的に

取得するとともに、突発的な対応が必要になる場合に備えて、周囲の職

員と業務内容などについて日頃からよく情報交換を行っておく。 

【周囲の職員】 

○ 育児休業の申し出があった場合、業務に支障がないよう職場内の応援体 

制による業務分担見直しを図るなど休暇取得しやすい雰囲気づくりを 

行う。 
 

◎ 以上のような取組を通じて、 

・配偶者出産休暇の取得率を、１００％とする。 

（参考）  ２５年度 ７５．６％ 

        ・育児参加休暇の取得率を、２０％とする。 

          （参考）  ２５年度  ０％ 

・育児休業の取得率を、男性 ５％、 女性 １００％（現状維持）とする。  

（参考）  ２５年度 男性 ０％ 、 女性 １００％ 

 （目標達成年度：平成３６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  時間外勤務の縮減 

  【人事部門】 

○ 業務量の把握や職員配置の柔軟な対応など、関係各課との連携を図り

ながら時間外勤務の削減を図る。 

○ 時間外勤務の多い職員に対し面接を行い、健康面における指導・配慮

を行う。 

（３）時間外勤務の縮減 

職員アンケートによると、時間外勤務を減らすために効果的な方法は、事務の

簡素化・合理化(７１％)、職場全体の雰囲気づくり(３６％)、個々の職員の心が

け(３６％)と回答している。 

日ごろから、ＰＤＣＡサイクルを基本に業務の評価・見直しを課全体で考え、

計画的に業務遂行できるような体制づくりを強化していく必要がある。 
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  【所属長】 

○ 職員の健康保持のため、災害時の特殊事情を除き、長時間又は深夜に

及ぶ時間外勤務命令を行わないよう努める。 

○ 超過勤務の特に多い職員の状況把握に努めるとともに特定の職員に

時間外勤務が集中しないように業務分担を見直し、応援体制を整える。 

【所属長・全職員】 

○ 計画的な業務遂行に努めるとともに、事務改善等により事務効率化及

び担当業務の内容や進捗状況の共有化を図り、勤務時間内に業務を処理

するよう職員間で協力する。 

② 定時退庁日の継続実施 

【人事部門】 

○ 毎週金曜日の定時退庁日（ノー残業デー）について、引き続き庁内メ

ール等による周知徹底を図る。 

○ 定時退庁週間（ノー残業ウィーク）を年１回程度設ける。実施時期は、

部署ごとに業務閑散時期を勘案して決定する。 

【所属長】 

○ 幹部職員による定時退庁の率先垂範を行う。 

【全職員】 

○ やむを得ない場合を除き、積極的に周りの職員と声をかけあって定時

退庁するように努める。 

 

    ◎ 以上のような取組を通じて 

職員一人当たりの１年間の時間外勤務時間数を、平成２６年度実績比

で１０％減 （毎年１％削減） 

   （目標達成年度：平成３６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）休暇の取得の促進 

職員アンケートによると、５９％の職員が年次休暇を取得することへのためらいを感じてい

る。その理由として職場内に迷惑がかかると感じている割合が４１％である。 

また、取得推進について、５３％の職員が職務遂行体制の工夫や見直しが必要と回答し

ている。 

  時間外勤務時間の削減と同様、計画的に業務遂行できるような体制づくりを強化してい

く必要がある。 
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① 年次休暇の取得の促進 

【人事部門】 

○ 庁内連絡会議等を通じ所属長に定期的に休暇の取得促進を徹底させ、

職場の意識改革を行う。 

  【所属長】 

○ 所属長は、所属職員の年次休暇の取得状況を把握し、計画的な年次休

暇の取得を指導する。 

  【所属長・全職員】 

○ 職場において日ごろから計画的な業務、相互に応援ができる体制づく 

りに努める。 

○ 家族のための休暇取得に努める。 

学校行事、子どもの予防接種や健診、家族の記念日など 

② 連続休暇等の取得促進 

  【人事部門・所属長・全職員】 

○ 月曜日及び金曜日と休日を組み合わせて年次休暇を取得する「ハッピ 

ーマンデー」及び「ハッピーフライデー」の促進を図る。 

   ○ 国民の祝日や夏季休暇とあわせた年次休暇の取得促進を図る。 

   ○ 年次休暇を利用した心身のリフレッシュや自己研鑽のための休暇の取 

得促進を図る。 

③ 特別休暇の取得促進 

 【人事部門】 

   ○ 子の看護休暇等の制度について、引き続き周知徹底を図る。 

  【所属長・周囲の職員】 

   ○ 子の病気の際には、看護休暇を取得できるよう職場全体で支援する。 

  【子育て中の職員】 

   ○ 子の突発的な病気の際に、急な休暇を取っても職場に迷惑をかけない 

ように日頃から周囲の職員と業務内容などについて情報交換を行う。 

 

     ◎ 以上のような取組を通じて、 

職員一人当たりの年次休暇の取得率を、６５％（平均１３日）とする。 

            （参考）  ２５年実績 ４８．５％（９．７日） 

（目標達成年：平成３６年） 
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Ⅱ－２ 具体的な取組 

その他、次世代育成支援対策に関すること 

 

 

 

   

 

 

 

【人事部門】 

○ 唐津市特定事業主行動計画の周知を図る。 

【所属長】 

○ 日ごろから風通しの良い職場づくり、職員への細やかな目配りを行う。 

 【全職員】 

○ 職場全体でワーク・ライフ・バランス意識を高め、家族のコミュニケ

ーションを深め、子どもとふれあう機会を充実させ、子育てしやすい職

場の環境づくりを促進する。 

 

 

  

【人事部門】 

○ 出産・・・・育児等について相談できる「子育てアドバイザー」（職員の育 

児経験者や育児に関する専門職：保健師・保育士など）を選任し、職 

員が気軽に相談できる体制づくりを行う。 

 ○ 職員課は、仕事と出産・育児の両立に関する情報提供の相談窓口とな 

る。 

 

（１）両立支援のための意識啓発 

 職員アンケートによると、唐津市特定事業主行動計画を知らないと回答した職員は４３％で

あり、計画の周知を図ることが急務である。 

（２）子育てに関する情報提供や相談窓口の設置 
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【人事部門・所属長】 

○ 子育て中の職員に限らず、全職員が地域貢献活動ができるような意識

啓発や子どもに関する地域の健全育成活動に参加しやすいような職場環

境づくりに努める。 

  【全職員】 

○ 職員は、子どもを安全な環境の中で、安心して育てることができるよ

う、子どもに関する地域の健全育成活動に積極的に参加するように努め

る。 

 

 

Ⅲ 今後の課題 

 

  第２次特定事業主行動計画策定推進委員会の中で次の意見が出された。 

・子育て支援のための時差出勤制度導入 

  ・育児支援等の研修導入 

  このことについては、今後の検討課題として位置づけ、仕事と出産・育児の 

両立のために実施を目指していく。 

              

（３）子ども・子育てに関する地域貢献活動への支援 

職員アンケートによると、次世代育成支援対策に効果的な取組として、子ども・子育て

に関する職員による地域貢献活動と回答した職員は１４％であり、職員の意識は低いと

思われる。 

子育て中の職員に限らず、全職員が地域貢献活動ができるような意識啓発を行って

いく必要がある。 


